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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期
第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 69,169 56,755 279,571

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 452 △796 3,321

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）

（百万円） 74 △664 1,810

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 84 △1,626 804

純資産額 （百万円） 45,932 44,167 46,338

総資産額 （百万円） 129,207 106,927 106,513

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） 2.86 △25.42 69.26

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.1 36.1 37.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,616 △6,494 △1,204

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △517 △734 493

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,968 5,714 △6,724

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 20,843 11,607 13,702

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第69期第１四半期連結累計期間及び第69期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第70期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動は次のとおりであります。

＜デバイス事業＞

　当第1四半期連結会計期間において、株式会社ケィティーエルの株式を新たに取得したため、連結の範囲に含めてお

ります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日～平成28年６月30日)におけるわが国の経済は、雇用情勢や設備投

資で改善の動きが見られたものの、企業収益の改善や個人消費の回復は足踏み状態となりました。また海外景気の

下振れリスクや英国のEU離脱決定による影響で、急激な円高や株安が進行するなど先行きの不透明な状況が続きま

した。

　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、自動車向けやデータセンター用のサーバーが堅調

を維持し、スマートフォン市場も中国製を中心に回復が続きましたが、デジタルカメラやPCの需要は減少が続きま

した。

　こうした状況の下、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は前年同期比17.9％減の56,755百

万円となりました。利益面では売上高の減少要因に加え、急激な円高進行に伴い外貨建で仕入れ外貨建で販売予定

の在庫について評価損を計上したこと及び退職給付費用が増加したことにより、営業損益は1,050百万円の損失（前

年同期は501百万円の営業利益）、経常損益は796百万円の損失（前年同期は452百万円の経常利益）、親会社株主に

帰属する四半期純損益は664百万円の損失（前年同期は74百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となりまし

た。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（デバイス事業）

　デバイス事業は、株式会社ケィティーエルの連結子会社化により産業機器や自動車向けの半導体が増加した一

方で、前年同期に好調であった通信モジュール向けの半導体が反動減で大幅に減少し、TV向け液晶パネルも需要

が減少しました。その結果、売上高は前年同期比21.5％減の47,991百万円となりました。セグメント損益は、売

上高の減少要因に加え、急激な円高進行に伴い在庫の評価損を計上したため、993百万円のセグメント損失（前年

同期は552百万円のセグメント利益）となりました。

（システム事業）

　システム事業は、医用機器で画像診断装置が減少しましたが、試験計測装置では電子部品組立検査装置の需要

が大幅に増加し、航空宇宙機器でも航空機シミュレータや発電設備向け電力測定器の売上が増加しました。その

結果、売上高は前年同期比9.1％増の8,764百万円、セグメント損益は54百万円の損失（前年同期は48百万円のセ

グメント損失）となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、11,607百万円とな

り、前年同期と比較して9,236百万円の減少となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は6,494百万円（前年同期は2,616百万円の収入）となりました。これは主に売上

債権の減少が8,043百万円あった一方で、仕入債務の減少が11,449百万円、たな卸資産の増加が2,844百万円あっ

たこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は734百万円（前年同期は517百万円の支出）となりました。これは主に連結の範

囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が439百万円、有価証券の取得による支出が219百万円あったこと等

によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は5,714百万円（前年同期は2,968百万円の支出）となりました。これは主に配当

金の支払額が451百万円あった一方で、短期借入金の純増加額が6,276百万円あったこと等によるものでありま

す。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,051,200 28,051,200
東京証券取引所

市場第一部

 単元株式数

 100株

計 28,051,200 28,051,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 28,051,200 － 6,214 － 6,351

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,915,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,112,400 261,124 －

単元未満株式 普通株式    23,000 － －

発行済株式総数 28,051,200 － －

総株主の議決権 － 261,124 －

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

丸文株式会社
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１
1,915,800 － 1,915,800 6.83

計 － 1,915,800 － 1,915,800 6.83

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

 7/18



１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,096 11,998

受取手形及び売掛金 53,539 49,995

商品及び製品 24,765 30,160

仕掛品 150 192

繰延税金資産 857 828

その他 2,819 2,858

貸倒引当金 △17 △92

流動資産合計 96,211 95,941

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,558 3,619

減価償却累計額 △2,537 △2,568

建物及び構築物（純額） 1,021 1,050

機械装置及び運搬具 21 21

減価償却累計額 △21 △21

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,069 2,124

減価償却累計額 △1,710 △1,734

工具、器具及び備品（純額） 358 390

土地 1,633 1,633

リース資産 141 141

減価償却累計額 △75 △82

リース資産（純額） 65 58

建設仮勘定 0 6

有形固定資産合計 3,079 3,139

無形固定資産   

のれん － 532

その他 342 398

無形固定資産合計 342 931

投資その他の資産   

投資有価証券 3,014 2,733

繰延税金資産 644 1,031

その他 3,221 3,150

投資その他の資産合計 6,880 6,915

固定資産合計 10,302 10,985

資産合計 106,513 106,927
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 35,921 24,704

短期借入金 9,732 21,733

1年内返済予定の長期借入金 2 114

リース債務 48 45

未払法人税等 448 72

賞与引当金 860 662

その他 2,468 4,014

流動負債合計 49,481 51,347

固定負債   

長期借入金 8,500 9,073

リース債務 83 77

退職給付に係る負債 1,718 1,818

役員退職慰労引当金 147 84

資産除去債務 149 196

その他 94 161

固定負債合計 10,693 11,412

負債合計 60,175 62,760

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 28,287 27,153

自己株式 △1,630 △1,630

株主資本合計 39,225 38,090

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 465 261

繰延ヘッジ損益 △16 △47

為替換算調整勘定 1,096 559

退職給付に係る調整累計額 △409 △307

その他の包括利益累計額合計 1,135 466

非支配株主持分 5,977 5,610

純資産合計 46,338 44,167

負債純資産合計 106,513 106,927
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 69,169 56,755

売上原価 64,880 53,366

売上総利益 4,288 3,389

販売費及び一般管理費 3,786 4,440

営業利益又は営業損失（△） 501 △1,050

営業外収益   

受取利息 1 7

受取配当金 24 18

為替差益 － 173

持分法による投資利益 80 120

雑収入 71 40

営業外収益合計 178 360

営業外費用   

支払利息 48 55

売上割引 35 22

為替差損 104 －

雑損失 39 26

営業外費用合計 227 105

経常利益又は経常損失（△） 452 △796

特別利益   

負ののれん発生益 27 －

特別利益合計 27 －

特別損失   

固定資産除売却損 1 1

減損損失 290 －

段階取得に係る差損 10 －

その他 － 2

特別損失合計 302 4

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
176 △800

法人税等 56 △203

四半期純利益又は四半期純損失（△） 120 △597

非支配株主に帰属する四半期純利益 45 66

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
74 △664

 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

10/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 120 △597

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 133 △203

繰延ヘッジ損益 △106 △31

為替換算調整勘定 △11 △896

退職給付に係る調整額 △49 102

その他の包括利益合計 △35 △1,029

四半期包括利益 84 △1,626

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 48 △1,333

非支配株主に係る四半期包括利益 36 △293
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

176 △800

減価償却費 85 93

減損損失 290 －

のれん償却額 － 28

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 67

賞与引当金の増減額（△は減少） △209 △322

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △123 △63

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △91 117

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △6 －

受取利息及び受取配当金 △26 △25

支払利息 48 55

為替差損益（△は益） 185 △596

持分法による投資損益（△は益） △80 △120

固定資産除売却損益（△は益） 1 1

負ののれん発生益 △27 －

段階取得に係る差損益（△は益） 10 －

売上債権の増減額（△は増加） 6,510 8,043

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,810 △2,844

仕入債務の増減額（△は減少） 1,483 △11,449

その他 470 1,639

小計 2,884 △6,175

利息及び配当金の受取額 25 175

利息の支払額 △48 △58

法人税等の支払額 △245 △437

法人税等の還付額 0 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,616 △6,494

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △62 △62

定期預金の払戻による収入 60 53

有価証券の取得による支出 － △219

有形固定資産の取得による支出 △63 △48

無形固定資産の取得による支出 △9 △12

投資有価証券の取得による支出 △624 △6

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △439

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

122 －

その他 58 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △517 △734

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △2,515 6,276

長期借入れによる収入 30 －

長期借入金の返済による支出 △35 △28

配当金の支払額 △324 △451

非支配株主への配当金の支払額 △115 △73

その他 △7 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,968 5,714

現金及び現金同等物に係る換算差額 200 △580

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △668 △2,094

現金及び現金同等物の期首残高 21,512 13,702

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 20,843 ※ 11,607
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第１四半期連結会計期間において、株式会社ケィティーエルの株式を新たに取得したため、連結の範囲に含め

ております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 21,179百万円 11,998百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △335 △390

現金及び現金同等物 20,843 11,607

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年６月26日

 定時株主総会
普通株式 339 13  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成28年６月28日

 定時株主総会
普通株式 470 18  平成28年３月31日  平成28年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 61,133 8,035 69,169 － 69,169

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 59 59 △59 －

計 61,133 8,094 69,228 △59 69,169

セグメント利益又は損失（△） 552 △48 504 △2 501

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△2百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用

であります。

　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「デバイス事業」及び「システム事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第１四半期連結累計期間において、「デバイス事業」セグメント221百万

円、「システム事業」セグメント69百万円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

　「システム事業」セグメントにおいて、当第１四半期連結累計期間に持分法適用関連会社を株式の追加取

得等により連結子会社としたことに伴い、負ののれん発生益を27百万円計上しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 47,991 8,764 56,755 － 56,755

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 97 98 △98 －

計 47,992 8,861 56,854 △98 56,755

セグメント損失（△） △993 △54 △1,047 △2 △1,050

（注）１．セグメント損失の調整額△2百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△2百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

　　　２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「デバイス事業」セグメントにおいて、平成28年４月８日付で株式会社ケィティーエルの全株式を取得

し、同社を連結子会社としたことにより、のれんが561百万円増加しております。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及び事業内容

被取得企業の名称　株式会社ケィティーエル

事業内容　　　　　半導体デバイス、材料、部品並びに各種応用製品の受託開発及び販売、

　　　　　　　　　その他これらに付帯する業務

（2）企業結合を行った主な理由

国内半導体業界における競争が一段と激化する中、当社デバイス事業の顧客基盤をさらに強化するため。

（3）企業結合日

平成28年４月８日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

（5）企業結合後の名称

結合後の企業の名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年４月１日から平成28年６月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 361百万円

取得原価  361百万円

なお、取得の対価は暫定的に算定された金額であります。

 

４．発生したのれんの金額、発生要因、償却の方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

561百万円

なお、上記の金額は暫定的に算定された金額であります。

（2）発生要因

取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったことによるものであります。

（3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
2円86銭 △25円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

74 △664

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

74 △664

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,135 26,135

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

丸文株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海野　隆善　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　浩一郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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